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はじめに

　改革開放以降，中国経済は急成長を遂げ，所
得水準の上昇と工業化が進み，次第に中所得国
に入るようになった。ところが，近年に中国は

「中所得国の罠」に陥る恐れがあるという議論
が白熱している。2007 年に世界銀行が発表し
た『東アジアのルネッサンス』の中で「中所得
国の罠」という枠組みの中で，人件費の上昇や
発展途上国の追い上げによる輸出競争力の低
下，貧富の格差などによって成長が鈍化し，先
進国への移行が困難になると提示されている。
　ところが，今まで「中所得国の罠」を脱して
先進国になった国はわずかである。「中所得国
の罠」を回避するための施策としては，教育イ
ンフラの整備やイノベーションの推進，産業高
度化の促進などが挙げられる（注 1）。したがって，

「中所得国の罠」を脱出し，持続的な発展を求
めている中国では，イノベーションを推進する
ことが不可欠である。
　本論文では，近年に中国におけるイノベー
ションが急速に発展した都市の代表として，広
東省の深圳市をとりあげる。1990 年代に，「加
工貿易」型の形態で輸出志向の労働集約型産業
が発展してきた深圳は，地場系のハイテク企業
や電子製品の専業市場などが揃い，次第にエレ

クトロニクスハードウェアの都となりつつある
という（注 2）。また，起業しやすい環境が整備さ
れている深圳に大勢のイノベーターが集まり，

「イノベーション都市」として成長を遂げてい
る（注 3）。では，イノベーターたちが何故深圳に
集まるのか，深圳の産業構造の高度化と技術進
歩はどのように実現してきたのか，という問い
に答えることが，本論文の主な目的である。
　改革開放以降，深圳は制度改革の実験地とし
て，市場経済の進展に伴って，経済が急成長を
遂げた。21 世紀に入り，「デジタル革命」の好
機が到来した。深圳はエレクトロニクスハード
ウェアの都の優位性をいっそう発揮し，人工知
能，ロボット工学などのデジタル技術の応用を
はじめ，生命科学，海洋などの新興産業も著し
い成長を遂げている。このような「天の時」に
加え，珠江デルタの南に位置する深圳は香港と
隣接しており，「粤港澳大湾区」（注 4）といった
地域開発戦略の重要な位置づけにあるという

「地の利」を占めている。さらに，深圳はしっ
かりとした工業基盤や深圳証券取引所などが整
備されているため，若くて優秀な技術者や研究
者，投資家，起業家などが集まるようになっ
た。これらの若くて優秀な人材は，ロジャース
がイノベーションの普及学（Diffusion�of� Inno-
vations）で提唱したようなイノベーター（新
しいアイデアや技術を最初に採用するグループ
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として，リスクを取り，若い世代かつ社会階級
が高く，経済的にも豊かであり，社交的，科学
的な情報源に近い）が必要とされる特性を有し
ている。そのため，このような「人の和」に加
え，深圳は「イノベーション都市」として台頭
し，「デジタル革命」の好機をつかみ，ハイテ
ク産業の発展に取り組む姿勢が高い。
　深圳市の「イノベーション都市」としての成
長プロセスを詳しく議論するにあたり，本論文
は以下のように構成されている。第 1 節では，
イノベーションに関する先行研究に触れる。第
2 節では，新地理経済学の視点から，資本の蓄
積と優秀な人材の流入が深圳の経済成長とイノ
ベーションの創出に与える影響を明らかにす
る。第 3 節では，デジタル技術が在来産業の高
度化と新興産業の育成に果たしている役割を確
認する。第 4 節では，深圳でイノベーション
キャリア（後述する）を持つ企業とそうでない
企業の利益の持続性の比較を通じて，イノベー
ションが企業の収益に貢献できたのかを解明す
る。最後に本論文の分析から得られる知見を取
りまとめ，今後の課題を提示する。

1．	イノベーションに関する理論
研究

　イノベーション（Innovation）は「革新」ま
たは「新機軸」とよく訳されている。シュン
ペーターはイノベーションを，経済活動の中で
生産手段や資源，労働力などをそれまでとは異
なる仕方で新結合することと定義し，イノベー
ションを財貨（プロダクト），生産方法（プロ
セス），販路（マーケティング），供給源（サプ
ライチェーン），組織（オルガニゼーション）
といった 5 つのタイプに分類した（注 5）。
　「経営学の父」と呼ばれるドラッカーは，イ
ノベーションが単なる技術のみのコンセプトで
はなく，社会に変化をもたらすことと指摘し

た。ドラッカーはイノベーションのタイプを，
社会的に変革を促すような破壊的イノベーショ
ンと，時流に便乗する「乗り合い」的イノベー
ションの 2 つに区分し，後者は企業のイノベー
ションに圧倒的に多いタイプであると提唱し
た。従って，ドラッカーが経営学を視野に入れ
て定義したイノベーションとは，「現実の漸進
的で不断の変革であり，その担い手である企業
家がとるべき行動や仕事に取り組む姿勢が企業
家精神である」ということである（注 6）。
　企業家がイノベーションに果たす役割に関し
ては，様々な議論がなされている。ヒットなど
の経営学者たちは，企業家，いわゆるアントレ
プレナーを「企業家活動の機会を発見し，そし
てそれを事業化するためにイノベーションを生
み出すリスクをとるような，独立して行動する
個人，あるいは組織内部でその一端を担って行
動する個人である」と定義し，「企業家的思想
態度を有する人は，市場における不確実性を評
価し，イノベーションの遂行によって達成され
る市場機会を常に追求する」と述べた。すなわ
ち，企業家精神は持続的なイノベーションの導
きに重要な役割を果たすといえよう（注 7）。
　ところが，大手企業の経営者たちは，必ずし
も持続的な変革を追求するわけではない。クリ
ステンセンはイノベーションのジレンマという
巨大企業が新興企業の前に力を失う理由を説明
する企業経営の理論を提起した。彼は，この理
論の中心的論点は「合理的な判断の積み重ねが
巨大企業を滅ぼす」ことであり，すなわち大手
企業は顧客と投資家の意向を優先し，小規模な
市場は大企業の成長ニーズを満たすことでき
ず，新たな市場を開拓するリスクを担うことも
できないと指摘した。また，既存事業を営む能
力が高まることで，異なる事業を行うインセン
ティブが低下し，既存の技術を高めることに集
中し，市場の需要を見失うという（注 8）。
　中国におけるイノベーション発展の系譜を整
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理してみると，かつては加工貿易時期にイミ
テーションといった異なる企業による類似のイ
ノベーションの採用が多かった。ところが，
2006 年以降，中国政府の産業高度化をめざし
た近年の政策方針では「自主創新」（自主イノ
ベーション）が強調され，中国企業がコア技術
や新技術を自主的に開発しようとしてきた。
　また，2011 年に，「第 12 次 5 カ年計画期」
における工業の成長方式転換とグレードアップ
のための政策（中国語では「工業転型昇級政
策」と言う）が導入されたことにより，自主イ
ノベーションの促進と戦略的新興産業の育成
や，在来産業の構造調整と高度化，省エネル
ギーや排出削減の環境規制の強化などの包括的
な政策パッケージが打ち出された（注 9）。
　さらに，2015 年に公表された「国民経済と
社会発展のための第 13 次 5 カ年計画制定に関
する党中央の建議」に掲げた 5 大発展理念で
は，「イノベーションは発展を牽引する第 1 の
原動力」と規定されている。「第 11 次 5 カ年計
画期」から「第 13 次 5 カ年計画期」にかけて，

「イノベーション」はますます重要な発展戦略
として位置づけられる。近年，このような中国
における「独自的」イノベーションに関する先
行研究も多数現れている。
　Breznitz�and�Murphree（2011）は中国にお
けるイノベーションの多くは，低リスクかつ短
期間で実現できるものであると述べた。また，
中国の長城汽車有限公司の魏建軍会長は中国の
イノベーションは多方面からなる優れた技術を
集成したうえで，市場のニーズを合わせて 1 つ
の体系的な製品にまとめ上げる，といった「集
成型イノベーション」であると述べた（注 10）。
　丸川（2007）は，中国の「垂直分裂」の産業
構造は，従来の「垂直統合」といった製品の上
流から下流までバリューチェーンの各要素を 1
つの企業が手掛けるものとは異なる，と指摘し
た。彼が言う「垂直分裂」とは，生産工程をバ

ラバラにして，異なる企業が各工程を担うよう
な現象であるという（注 11）。すなわち，イノベー
ションの創出は単なる大手メーカーから生まれ
るのではなく，各生産工程を担う各中小企業か
ら生まれる可能性が高いということである。
　さらに，丸川（2015）は，中国のような世界
の低所得層のニーズに応えるという技術開発を

「キャッチダウン型技術発展」と定義し，「発展
途上国の嗜好，需要，生産要素賦存，環境に適
合するために，途上国の企業が主体となって，
先進国の技術発展とは異なる方向に技術のフロ
ンティアを押し拡げる開発行為」と定義してい
る。こうして開発された新製品は途上国のニー
ズに合わせたものであるという。そのため，中
国では，研究開発の主体は民間の企業となり，
とりわけ中小企業がイノベーションの促進に重
要な役割を果たすと彼は考えている。
　クローバー（2018）は中国ではよく強調され
ている「自主創新」が完全にオリジナルの製品
や技術ではなく，既存の製品やサービス，プロ
セスなどを，中国市場のニーズと合わせ，それ
を修正するような「適応的」なイノベーション
であると指摘した。
　すなわち，上記の文献でまとまった中国の独
自技術の開発というものは，中国市場のニーズ
に合わせた既存技術の改良と応用である。とり
わけ中国の企業家は市場ニーズに対して機敏で
あり，新製品の開発に挑むというより，市場を
獲得するための研究開発活動に取り組む姿勢が
顕著である。
　以上の研究は主として企業レベルでのイノ
ベーションを解釈したものである。社会的レベ
ルから見ると，スティグリッツ = グリーンウォ
ルド（2017）はイノベーションを，経済全体も
企業も，生産可能曲線よりも低いレベルで稼働
していること，および生産性の成長率は，その
生産可能曲線に向かう動きによるということで
あり，「ラーニング（イノベーション）」はこの



―�80�―

国際開発学研究／ Vol. 18-2

フロンティアに向かう動きに伴うプロセスで発
生することである，と定義した。スティグリッ
ツは企業から生まれたイノベーションの多くは
企業間で互いに学ぶこともあれば，実践を通じ
て技術が進歩することもあると指摘した（注 12）。
すなわち，イノベーションは社会的学習の過程
の 1 つとの捉え方である。

2．	新地理経済学から見た「イノ
ベーション都市」深圳の生成

　本節では，何故深圳に多数のイノベーターが
集積できたのかを，深圳の優位性の分析を通じ
て明らかにする。深圳の優位性は中国の地域開
発政策と密接に関係する。序章で議論したよう
に，中国の開発政策の中で，地域開発政策は大
きな役割を果たし，広東省の経済発展は中国の
地域開発戦略の典型の 1 つと言える。ただし，
地域発展は不均衡であり，発展が進んだ地域と
そうでない地域とに分けられ，その間にどのよ
うな相互作用により経済成長につながったの
か，という問題は，経済地理学の中で最も議論
されている。
　ハーシュマン（1958）は経済発展が連続的な
不均衡成長の結果であり，限られた資源を比較
優位がある産業へ投入し，産業育成を行うとい
う「不均斉的成長論」を提唱した（注 13）。
　クルーグマン（1991）は，地域間の不均等な
発展をもたらすのは収穫逓増と輸送費の双方で
あると提起した。そして，規模の経済性，輸送
費，労働移転は経済立地の中心・周辺モデルの
形成に重要な要素となると提起した（注 14）。この
ような 3 つの要素に関して，2008 年に世界銀
行は世界開発報告の中で，経済地理の視点から
経済成長につながる要素を，密度（density），
距離�（distance），�分裂�（divisions）�のような 3 D
の発展の次元，�「新経済地理学」�（NEG：new�
economic�geography）として打ち出している。

　藤田（2017）は NEG の特徴は「少なくとも
ひとつの生産要素の地域間の移動が可能なこ
と」とし，「資本と労働が空間にどのように分
布するかが，経済活動の地域間の分布と空間不
平等の度合いを決定する」と述べた（注 15）。
　NEG の観点から見た中国または深圳の発展
に関する先行研究を挙げてみると，Huang

（2008）では，中国の経済は以下のようにこの
3 D の次元で急成長を遂げているとしている。
それは，①規模の経済は利益を生み出すことを
認識し，生産要素を都市部に集積させるように
なったこと，②地域間の交通とコミュニケー
ションの距離をなくすためのインフラを整備し
たこと，③中国の内外部の不調和を克服し，中
国がグローバリゼーションに参加することと分
析している（注 16）。
　また，世界銀行（2008）では，深圳を例とし
て挙げ，ア）輸出志向の労働集約型産業を中心
とした産業クラスターが形成されており，熟練
及び未熟練両方の若い労働者の供給が潤沢であ
るため，深圳にこれらの産業に必要とされるも
のが供給され，教育の改善と研究施設の投資が
活発である。イ）物と人は，最先端のコンテナ
港（深圳港）やコンベンションセンターなどの
高価な施設を共有し，工業で操業する労働者の
急拡大と人的資本の蓄積とをマッチさせる。
ウ）香港と近く，金融へのアクセスが確保され
ており，深圳自体の金融部門も拡大している。
エ）大量の投入材サプライヤー間の顧客を求め
る競争で，コスト節約が生み出されている，の
ような生産における規模の経済，労働力の移動
と輸送コストの低下の相互作用を通じて，経済
の急成長を遂げてきたという（注 17）。
　丸川（2011）では，広東省と浙江省の産業集
積を分析することを通じて，中国の産業発展の
中で，ある特定の産業に特化し，産業集積は地
域内での密接な企業間分業から生み出されたと
いう（注 18）。すなわち，中国では多様な産業集積
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が形成されたことは，前記した「垂直分裂」と
いう産業構造と密接に関係する。
　また，産業クラスターの形成が規模の経済と
集積を生み出すことは，資本と労働を牽引する
ことになる。スティグリッツ = グリーンウォル
ド（2017）は地理的近さが企業間移動を促し，
この移動がラーニングへの重要な触媒であると
指摘した（注 19）。本節の狙いは，このような資本
の蓄積や労働の流入，教育・交通インフラの整
備などが深圳の経済発展とイノベーションに与
えた影響を分析することである。

2-1．深圳における産業集積

　上記した世界銀行の開発報告書で述べられて
いるように，深圳の「集積」は輸出志向の労働
集約型産業を中心とした産業クラスターによっ
て形成されている。平川（2010）は，産業クラ
スターを，輸出加工区・経済特区型産業集積や
ハイテク型産業集積などと類型化した（注 20）。ま
た，平川は，「東アジアの発展途上地域の産業
集積は発展途上経済特有の性格を持つ。それは
中央政府あるいは地方政府の政策支援があり，
外資系企業の誘致を目的とした特定地域での産
業インフラ整備としての輸出加工区・経済特区
型の集積が一般的に見られ，この集積を基礎に
より高度なハイテク産業へ発展した事例は注目
される」と述べた（注 21）。私見では深圳はこうし
た発展パターンの事例の 1 つと言える。
　本節の狙いの 1 つは，輸出志向の労働集約型
産業，知識的・技術的集約型産業を中心とした
時期に形成された広範囲の産業クラスターから
イノベーション志向のハイテク産業集積への発
展プロセスを考察することである。

⑴　輸出加工区・経済特区型の集積の形成
　深圳の産業クラスターは中国で最も早く形成
された産業クラスターである。改革開放初期に
あっては，深圳，珠海，汕頭，厦門に経済特区

が設置され，輸出志向のある海外企業を対象
に，経済特区に工場を建ててもらうことになっ
た。その後「南巡講話」以降と中国 WTO 加盟
後の 2000 年代初期の政策によって海外直接投
資の急拡大につながった。海外の大企業によっ
て競争原理が導入されれば，それが国内経済の
改革を加速すると改革者たちが認識してきたか
らである（注 22）。政府は低廉かつ大量の労働力の
存在といった優位性を発揮し，積極的に外資を
招き，計画経済時代に発展した資本集約的な重
工業ではなく，輸出志向の労働集約型の軽工業
消費財を重点に発展させるという方向転換をし
たのである。
　この時期に，外資の導入に関する優遇政策は
多く推進された。ただし，1990 年代前半に招
いた外資は，実際には純粋に海外から来たもの
ではなく，約半分は香港からのものである。
Naughton�（1997）�では，�「China�Circle」�という
キーワードで，広東省，香港と台湾の間の生産
ネットワークを表した。具体的には，香港と台
湾は技術レベルが低いため，労働集約的な生産
工程を広東省ないし中国大陸に移し，付加価値
が比較的高い部品を香港と台湾に残した，とい
う（注 23）。台湾企業はフォックスコングループの
子会社である鴻富錦精密工業と富泰宏精密工業
の進出により，深圳市内に大きな製造拠点を持
つようになった。香港の場合，1980 年代から，
製造業の製造拠点を深圳，東莞などの広東省の
町に移してきた。それとともに，広東省におけ
るインフラ整備の多くは，香港の不動産会社や
インフラ企業によるもので，彼らは中国の有料
道路や港，住宅，商業用不動産に投資したとい
う（注 24）。深圳市の西側には広州－深圳高速道
路，深圳空港，福田高速バス駅などの交通イン
フラが整備されており，香港と隣接する福田区
から南山区，宝安区を経由して東莞，広州に到
達できる。インフラと交通網がしっかりと整備
されたことにより，輸送コストの低下がもたら
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された。
　2000 年代初期から 2012 年までの一部の産業
の鉱工業総生産に占める割合を見ると（図 1 参
照），2000 年代初期に，深圳の電子通信設備製
造業の割合は既に 40％となっており，かなり
大きなシェアを占めていた。その理由として，
1990 年代後半から 2000 年代初期にかけて，日
本，韓国，台湾などからの電子・通信設備のア
センブリ製品の受注を受けたことにより，低付
加価値の電子・通信設備の部品メーカーが広東
省に集積し始め，産業クラスターが次第に形成
されたことである。その後，その割合は上昇
し，2006 年には 59.8％のピークに達していた。
それ以降はやや低下したが，2012 年でも依然
として 56％を維持している。つまり深圳では
鉱工業総生産の半分以上は電子通信設備製造業
から創出されたものである。低廉な労働力に比
較優位の基礎を置いた「アジア四小竜（香港，�
台湾，� 韓国，� シンガポール）」による OEM�

（Origin�Equipment�Manufacturer）から欧米，
日本などの先進国による ODM（Origin�Design�
Manufacturer）への取引形態の変化は，2002
年から 2006 年の期間で見るなら，電子・通信
設備産業のシェアが急拡大した理由として考え
られる。

　また，末廣（2014）の計算によると，世界の
主要 IT 製品の生産に占める中国の比率は非常
に高く，例えばキーボードやマザーボード，タ
ブレットなどの部品のその比率は 90％以上で
あり，DVD/Blu-ray�プレーヤーとノート型 PC
のその比率は 80％となっている（注 25）。すなわ
ち，IT 製品の生産は中国の一極集中となり，
とりわけ広東省の貢献は大きかったと言える。
　最後に，電気機械と計器の製造業合計の割合
は 10～11％とほぼ一定している。一方，食品
加工，食品・飲料製造，紡織，アパレル及び
皮・革・ダウン製品製造のような労働集約型製
造業シェアの合計は約 10％となっていたが，
その後は低下して，2012 年には 5％未満となっ
た。その理由として，深圳における労働集約型
産業は産業移転政策を通じて周辺都市または非
デルタ都市へと移転したことが挙げられる。
　ところが，急激な世界経済環境の変化を前に
して，広東省では在来産業高度化の政策が推進
されてきた。広東省は国際価値連鎖の加工組立
工程といった位置づけが不動であるが，アセン
ブリ製品の品目が変化している。2008 年と 2016
年の深圳の輸出品内訳を比較すると�（図 2 参
照），2008 年の時点では，主な輸出品は電話機
とアパレル製品であったが，2016 年に至って，

図 1　深圳における一部の製造業の鉱工業総生産に占める割合の推移（2000-2012 年）

（出所）　広東省産業発展データベース。
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深圳の主な輸出品は自動データ処理設備及び部
品へとシフトし，電話機の輸出額も大幅に増加
し，深圳は IT 製品の生産拠点といった位置付
けが顕著になりつつある。
　次に，深圳における最も主要な産業である電
子通信設備製造業を例として挙げ，深圳の産業
クラスターを検討してみる。以下では，Mo-
ran’s Ⅰという空間パターンのクラスタリング
の程度を定量的に評価する指標を用いて，深圳
における電子・通信設備産業のグローバル空間
的自己相関�（Global�Spatial�Autocorrelation）を
測定する。Moran’s Ⅰは－1.0 から 1.0 の間を取
り，1 に近ければクラスターが形成されており，
－1 に近ければ空間パターンに散らばりがある
ことを表している。本分析では，2007 年対象
産業の Moran’s�Ⅰは各町の電子・通信設備産
業の企業数を使用して，GeoDa（注 26）といった分
析ツールで算出した。その結果（図 3 参照），
Moran’s Ⅰは 0.43 となり，深圳の電子通信設
備製造業は集積の傾向が高く，空間パターンに
クラスターが存在することを意味している。
　事例を取り上げて見ると，2005 年以降の深

圳では，「華強北」は大規模な「山寨」携帯
メーカーの集積地を誇り，このような専業市場
では，売り手と買い手の間に間接的なネット
ワーク効果が存在し，その間の情報交換と価格
競争も携帯電話の水平的差別化の進化につなが
ると言われている（注 27）。また，このような情報

図 2　深圳の主要輸出商品金額の推移（2008 年／2016 年）

（出所）　『深圳統計年鑑』，2009 年版および 2017 年版より。
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（出所）� 2007年の広東省鉱工業企業データベースを用いて，
GeoDa1.12 で計算したものである。
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や技術による強い結びつきは取引コストを低下
させたプラットフォームの形成につなげられる
と考えている。
　また，劉など（2007）は 2007 年の深圳のハ
イテク企業のグローバル空間的自己相関を測定
した。その結果によると，2007 年の時点では，
中華系企業は宝安区に集積している。その理由
として，宝安区は香港，深圳，東莞，広州四都
市を繋ぐ広州－深圳高速道路といった重要な位
置にあるからである。それに対し，外国企業，
民営企業は南山区の粤海町と西麗町（かつて行
政単位は「鎮」であった）に集積し，電子通信
設備産業のハイテク企業の集積と高度に一致す
るという結果を得た。その理由は常住人口が南
山区に集中することと関係するという（注 28）。以
下では，何故ハイテク企業が深圳の南山に集積
できたのか，について詳しく分析してみる。

⑵　ハイテク産業集積の形成
　委託加工地域から継続的なイノベーションが
行われる経済への転換の道筋を考えると，マイ
ケル・ポーターの提唱する産業クラスターの概
念が参考になる（注 29）。マイケル・ポーターはク
ラスターの定義に関して，「ある特定の分野に
属し，共通性と補完性によって結ばれた，互い
に関連する企業と機関から成る，地理的に近接
した集団であると規定している。クラスターの
地理的な広がりは，一都市のみの小さいものか
ら，州，国，さらには近隣数か国の範囲にまで
及ぶ場合がある」，と提起した（注 30）。中国では，

「ハイテク産業園」（高新技術産業園区：High-
tech�industrial�zone）といった規模の小さい産
業クラスターはマイケル・ポーターが提唱した
産業クラスターの概念と類似すると考えた。
　このようなクラスターは，市場諸力下で形成
されることもあれば，政府主導下で設立された
こともある。趙�（2013）�は�「ハイテク産業園」は
中国がハイテク産業を重点的に発展させるため

に，規模が比較的小さい産業集積地を計画した
ものであり，その目的は産業構造調整の牽引役
として期待され，イノベーションの創出を促し，�
経済発展に貢献することであると述べた（注 31）。
　深圳政府の主導の下で，南山区の粤海町と西
麗町にハイテク産業園が設置された。南山区の
粤海には，1996 年に「高新技術産業園区」が
建設され，ハイテク産業プロジェクトの生産用
地として使われている。上で分析したように，
南山区と宝安区は香港と珠江デルタと隣接し，
重要な地理的位置にあり，市場諸力の下で，既
に多様な産業クラスターが形成されている。深
圳政府はこの 2 つの町をハイテク産業クラス
ターとして特化させ，官民双方のハイテク産業
の発展を推進するための環境づくりに取り組ん
だ。
　筆者がハイテク産業園を考察する際に，ハイ
テク産業園内には高層ビルが密集し，1 つの高
層ビルに多数のハイテク企業が進出しているこ
とを目にした。これにより，園内の企業の技術
や情報の交流と人材の流動が活発化し，園内の
研究開発活動がさらに促されると考えている。
　また，技術の源（注 32）と言われている多国籍
企業の進出は所持する技術や，子会社が中国市
場に適応した新製品の開発を行い，現地の研究
機関と企業が子会社ために開発した新技術など
を持つことで，深圳現地の技術進歩に寄与した
と言えよう。
　さらに，「大学城」が既に 1999 年に建設さ
れ，国内及び香港の多数の大学が集まってお
り，科学技術の研究と科学人材の育成などに寄
与し，ハイテク産業園へ絶えずハイテク産業の
人材を提供することができる。さらに，粤海町
にハイテク企業が高度集積することにより，隣
接する西麗町に拡大しつつある。2003 年にハ
イテク産業園から 10 キロに離れた，西麗にあ
る深圳大学城ができ，ハイテク企業の進出は，
西麗へ拡大していた。
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　南山区政府は，2012 年に区内の 24 の核心技
術突破項目を制定し，3,750 万元の支援資金を
投入した（注 33）。また，ハイテク技術のプラット
フォームを創設し，区内の研究開発活動に技術
面でサポートと交流の場所を提供するように
なった。また，区内の旧工業園の改装をするこ
とで，ハイテク産業と新興産業が進出する際の
スペースを提供し，ハイテク産業企業の園内進
出に賃金の減免，補助金などの優遇政策も実施
している。粤海町と西麗町には，企業，業界団
体，大学，研究機関及び政府などが高度に集中
することにより，相互競争と協力の関係が形成
され，そのことが，同地域のイノベーションの
創出の重要な要因となっていると考えている。
　こうして，南山区の粤海町と西麗町に研究開
発を行う企業が多数集積するようになった。図
4 は 2016 年のイノベーションキャリアを所有
する企業の分布図である。イノベーションキャ
リアとは，行政機関（深圳市発展改革委員会，
深圳市科学技術イノベーション委員会，深圳市
経済貿易情報委員会など）が，企業，大学，研

究機関，病院などに委託し，実験室や技術開発
センター，公共技術サービスプラットフォーム
などを創設した研究開発施設である。2016 年
イノベーションキャリアを所有する企業の分布
図から見ると，南山区の粤海はイノベーション
キャリアの高度集中地であり，全体のイノベー
ションキャリアを所有する企業の約 25％を占
めているとわかる。次いで粤海と隣接する西麗
が 12％となっており，3 分の 1 以上のイノベー
ションキャリアを所有する企業が南山区に集積
していることがわかる。また，西側の宝安区と
光明新区，東側の坪山新区にも，イノベーショ
ンキャリアが多数存在しているが，南山区と比
べるとその格差がかなり大きい。
　ところが，産業構造の転換を目指している深
圳では，新興産業を育成するだけでは不十分で
ある。輸出志向の低付加価値製品製造業が多数
宝安区と龍崗区に集積し，これらの地域には加
工貿易時期に加工生産，または法人化された企
業が多く残っている。在来産業の高度化，そし
て従来の工業園区を活性化させることは大きな

図 4　2016 年深圳市のイノベーションキャリアを所有する企業分布図

（出所）　深圳市イノベーションキャリア名簿に基づき集計した。
　　　　http://www.szsti.gov.cn/kjfw/cxzt/szscxztmd/
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課題となっている。
　深圳政府がこの課題を解決するために実施し
た方策の一例を挙げてみよう。2018 年 5 月に
公表した「深圳市企画及び国土支援委員会と龍
崗区人民政府共同推進企画国土管理改革及び実
験合作に関するフレームワークと協議」（注 34）で
は，イノベーション志向の新興産業に「先租後
譲」といった工業園地を優先的にレンタルし，
その後業績によって当該企業に土地の使用権を
与えるという政策を打ち出したが，このような
取り組みは中国国内では先駆的である。同年
12 月に，宝龍工業園区と坪地低炭素城は，そ
れぞれの工業用地の使用権を企業に売り出し
た。このような模索的な政策が深圳に展開され
ることで，委託加工貿易時期までとは異なる事
業形態への転換を迎え，従来の製造業の工業園
区を漸進的にアップグレードし，ハイテク産業
と新興産業の企業に区内への進出を促した。
　また，マイケル・ポーターが提唱したよう
に，産業クラスターの存在により，企業は自発
的に企業のパフォーマンスと競争戦略を再検討
することになる。特に発達した産業クラスター
は，生産性とイノベーション能力の向上にプラ
スの効果をもたらし，他の場所で活動する企業
は容易に追いつけなくなる（注 35）。したがって，
イノベーションを視野に入れて考えると，従来
の産業クラスターを活性化させ，少しずつハイ
テク産業と新興産業の進出を誘致することは，

同クラスター内の企業の生産性と研究開発に刺
激を与えることができよう。
　総じてみれば，経済地理の視点からみると，
集積は地方レベルの経済発展に極めて重要な役
割を果たしている。深圳の場合，モノづくりの
基盤の整備と，サプライヤーの集積により新興
産業がより機能的，価格的な競争力を持つこと
になると言われている（注 36）。これにより，新た
な製品や技術，サービスの発想を産み出すのに
必要とされるモノ，カネは深圳に集まるように
なった。

2-2．人的移住

　前に触れたように，密度（density）は，地
方レベル経済の最も重要な要素であり，企業の
集積以外に，人的集中の分析も不可欠である。
以下では深圳の統計年鑑データと先行研究を合
わせて深圳市の人的な移住が「イノベーション
都市」の形成にどのような役割を果たすのかを
分析する。
　深圳の「5 カ年計画期」を時間軸として人口
の推移を分析すると（表 1 参照），まず，深圳
市の常住人口は急激に増加し，1980 年代半ば
に約 90 万人であった人口が，2016 年までに約
1,200 万人の人口を擁する巨大都市となってい
る。とりわけ 1985 年から 2005 年までの 20 年
間，人口が 9 倍以上増加した。ところが，2005
年から 2016 年までの約 10 年間では，人口の増

表 1　深圳における人口に関する概観
（単位：万人）

年（5 カ年計画期） 年末常住人口 常住戸籍人口比率 年末労働者年平均増加率

1985（六五） 88.15 54.3% 17.0%
1990（七五） 167.78 40.9% 27.3%
1995（八五） 449.15 22.1% 22.3%
2000（九五） 701.24 17.8% 9.7%
2005（十五） 827.75 22.0% 3.9%
2010（十一五） 1,037.20 24.2% 5.6%
2015（十二五） 1,137.87 31.2% 3.6%
2016（十三五） 1,190.84 32.3% ―

（出所）　『深圳市統計年鑑』2017 年版より。
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加ペースが鈍化したことも確認できる。
　また，常住戸籍人口（深圳市の戸籍を有する
常住人口）の比率はかつては半分以上であった
が，2000 年代初期には約 18％までに下がった。
その理由は，当時，委託生産が盛んであり，世
界の IT 産業の生産拠点となりつつあった深圳
の外来人口が急増したからである。ところが
2000 年代初期から常住戸籍人口の比率は再び
上昇し，2016 年に 32.3％まで回復した。その
理由として，この時期に深圳では大学や研究機
関が多数成立されたことに加え，ハイテク企業
の進出が活発化したことが挙げられる。これに
より，大学生や技術者，研究者，海外から帰国
した留学生などが深圳に移住するようになっ
た。
　最後に，「第六次 5 カ年計画期」から「第八
次 5 カ年計画期」の間では，年末労働者年平均
増加率が他の時期より高い。外資導入と市場化
改革の加速化の影響を受け，「加工貿易」が発
達していたことが，この時期の労働者急増の理
由として挙げられる。しかし「第十次 5 カ年計
画期」以降，その増加率は非常に低く，労働集
約型産業の雇用吸収力が弱化してきたことが確
認できる。
　次に，各区の人口密度は常住人口の戸籍・非

戸籍の比率から分析してみると（表 2 参照），
2016 年の深圳市の人口密度は 5,962 人毎平方キ
ロメートルとなっているが，そのうち，福田区
の人口密度は約 19,000 人を超え，1 位となって
おり，2 位は羅湖区である。福田区は深圳の中
心部にあり，羅湖区と共に香港と隣接している
ため，この 2 区の常住戸籍人口の比例も比較的
高い。3 位の龍華区，4 位の宝安区，6 位の龍
崗区は過去の「加工貿易」の中心地であり，現
在に至ってはエレトロニクス産業集積地である
ため，外来の労働力がこれらの地域に集中して
いる。5 位の南山区は人口密度が中間のレベル
にあり，常住戸籍人口の比率は 2 位となってい
る。南山区には多数の大学が存在し，ハイテク
企業の集積地となっており，ここに常住する人
口の多くは，大学生や創業者，技術者などのよ
うな戸籍を有しかつ常住する人であることが分
かる。
　最後に，深圳におけるハイテク産業関連サー
ビス業の就業者の各区の分布から，ハイテク産
業に従事する技術者や研究者の移住の傾向を分
析してみる。ハイテク産業に関連する情報転送
及び情報技術サービス業（下記：情報サービス
業）と科学研究及び技術サービス業（下記：科
学研究サービス業）の就業者の各区の分布図か

表 2　深圳各区人口密度と常住戸籍・非戸籍比率
（単位：人／平方 km）

人口密度 常住戸籍人口比率（注） 常住非戸籍人口比率

平均 5,962 32.2 67.8
福田 19,091 63.5 36.2
羅湖 12,749 58.9 41.1
塩田 3,024 29.4 70.6
南山 7,235 59.7 40.3
宝安 7,607 15.8 84.2
龍崗 5,522 25.2 74.8
龍華 8,824 15.7 84.3
坪山 2,453 13.4 86.6
光明 3,608 12.1 87.9
大鹏 477 27.9 72.1

（注）　「深圳戸籍人口の定義」について，深圳の「红印户口」を持ち，並びに半年以上住んでいる人を指している。
（出所）　『深圳市統計年鑑』，2017 年版より。
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らみると（図 5 参照），情報サービス業につい
ては，南山区の情報サービス業の就業者の数は
圧倒的である。そのほかの情報サービス業の就
業者は，ほぼ深圳の中心部である福田区と羅湖
区に集中している。科学研究サービス業につい
ては，南山区と福田区の科学研究サービス業に
従事する就業者の数が他区より多いことが確認
できる。一方，広範囲な電子通信設備製造業の
産業クラスターである宝安区の就業者の割合は
わずか 3％である。前項の「集積」を分析した
結果を参照すると，人材の移動がイノベーショ
ン志向のハイテク産業が南山区，福田区に集積
する要因の 1 つであると考えられる。
　深圳では，2004 年にすでに「農村都市化」
が実現され，農村部と農業人口がなくなってい
る。外来人口が急増し，出稼ぎ労働者と大学
生，技術者並びに創業者の移住がみられ，また
人口全体の平均年齢が低水準にあることから，
深圳は次第に活力がありながら密集した大都市
となってきた。深圳市政府は優秀な人材を導入
する政策を推し進め，人材の住宅の確保，配偶
者の就職，子女の進学，学術研究の資金援助な
どをサポートし，ポストドクターが滞在する研

究室ないし公的研究機関を設立し，若い世帯と
高教育水準の人材を多く招いている。このよう
な頭脳流入は深圳におけるイノベーション活動
の担い手となり，大規模なイノベーションが広
がる重要な条件の 1 つと考えられる。
　総じてみれば，中国政府が国際金融センター
である香港と隣接するという地理的優位性を有
する深圳を「経済特区」として特化させたこと
により，多様な産業集積が形成されており，と
りわけエレクトロニクス産業集積が目覚ましい
成長を遂げている。このようなしっかりとした
工業基盤に加え，深圳政府は力を入れて教育と
交通のインフラを整備し，新興産業の育成を促
進してきた。オープンで起業しやすい環境が整
えられたことにより，高教育水準の人口や起業
家は次第に深圳に移住するようになった。
　さらに，産業集積による資本の蓄積と優秀な
人材の流入に伴って，深圳の技術力も高まって
おり，ハイテク産業の発展を牽引する礎となっ
ている。これにより，深圳が珠江デルタの他都
市より優位性が顕在化しつつあり，ハイテク産
業に注目するベンチャーキャピタルと若手研究
者や技術者が呼び込まれており，さらなるイノ

図 5　情報サービス業と科学研究サービス業の分布（2016 年）
図 5-A　情報サービス業 図 5-B　科学研究サービス業

（出所）　『深圳統計年鑑』，2017 年版より。
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ベーションの生み出しを促し，未知の領域が生
まれることが間違いない。

3．	デジタル技術の恩恵に浴する
深圳のイノベーション

　第 1 節で述べたように，中国の独自技術の開
発というものは，中国市場のニーズに合わせ
て，既存技術を改良し応用することである。ま
た，「デジタル革命」の到来により，幅広い分
野で既存技術の改良と応用がなされるように
なった。本節の注目点は，「デジタル革命」に
おいて深圳のいくつかのイノベーション事例を
挙げ，デジタル技術の開発と応用を基盤とした
イノベーションがどのように展開しているか，
を分析する。

3-1．「デジタル革命」とは

　情報通信技術の急成長につれ，伝統的なセク
ターに衝撃的な影響を与えている。深圳の産業
構造は加工貿易時期に輸出志向の労働集約型産
業を中心としていたが，デジタル化により次第
に技術集約型産業を中心とした産業構造に転換
してきた。それは，20 世紀 70，80 年代の日本，
韓国のような先進国と似たようなパターンで成
長を遂げていた。ところが，21 世紀に入り，
アメリカが主導するデジタル技術の高速発展に
ともなって，深圳の成長パターンは少しずつ変
化してきた。
　では，デジタル技術によるデジタル化とデジ
タル革命をどのように区別すべきか。デジタル
化は「既存のモノ，または既存の仕組みが，デ
ジタル技術を用いた別のモノや仕組みに移行す
ること」と定義された（注 37）。それに対し，デジ
タル革命は「サプライチェーンが大きく変わ
り，既存のビジネスモデル自体を破壊してしま
う可能性がある大変革」と定義された（注 38）。つ
まり，デジタル技術は既に存在するが，現時点

のデジタル技術は以前のそれより遥かに技術レ
ベルが高く，破壊性が大きいものである。そし
て，サプライチェーンとビジネスモデルの革新
につながることは，経済発展の重心を製造業か
らサービス業へ移行させる鍵となる。
　このようなデジタル技術は「デジタル革命」
を起こし，経済成長に与える影響がいっそう広
がる。世界銀行（2016）は，デジタル技術が経
済成長に及ぼす影響は，包摂性，効率，イノ
ベーションという 3 つのメカニズムを通じて媒
介されていると指摘した（注 39）。具体的に，ア）
デジタル技術の包摂性によって情報障壁を克服
し，貿易の拡大につながる。イ）デジタル技術
が効率的に既存要素を強化し，資本や労働の稼
働率を押し上げる。ウ）デジタル技術がイノ
ベーションを通じて競争を促進する，というこ
とであると述べた（注 40）。とりわけ「デジタル技
術がイノベーションを促進する」に関して，イ
ンターネット（デジタル技術の一種）による新
たなプラットフォームが生み出され，はじめは
コストが高いものの，ユーザーが増えれば増え
るほど，その限界費用が低下し，規模に関する
収益が逓増することによって，新しい事業モデ
ルを刺激するという（注 41）。

3-2．新興産業における激化した市場競争

　デジタル技術は多様化されており，これらの
デジタル技術の開発や改良，応用などから生み
出された新興産業も急成長を遂げている。世界
銀行（2016）は，現時点で注目すべき 6 つのデ
ジタル技術を紹介している（表 3 参照）。
　深圳におけるハイテク企業は以上のようなデ
ジタル技術を基盤とした研究開発活動を熱心に
行い，とりわけイノベーションの担い手である
深圳の民間企業はデジタル技術と関連した新興
産業のイノベーションに積極的に投資し，新興
産業における市場競争は次第に激化してきた。
　市場競争がイノベーションに繋がるという課
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題に関して，スティグリッツは製品市場での競
争とイノベーター間の競争を分けて議論する必
要があると述べている（注 42）。市場の獲得のため
の競争において，競争とイノベーションの関係
はシュンペーターが強調したような独占企業に
なるために，イノベーションへ投資するインセ
ンティブが高まる，ということである。
　それに対し，製品市場において，競争の激化
がイノベーションを生み出すという関係につい
ては，�Aghion�et.�Al.�（2005）�は，�「製品市場の
競争�（PMC：Product�Market�Competition）�と
イノベーションとの間に「逆 U 字型曲線」の
関係が存在する」，という仮説を打ち出してい
る。彼らは市場競争がイノベーションに与える
効果を，2 つの相反する効果に分けている。1
つは，イノベーション実現後に追随者が殺到
し，利潤の期待値が低下するという状況が生ま
れ，企業が新たにイノベーションを行うインセ
ンティブが低下するという「シュンペーター効
果」である。もう 1 つは，イノベーションを通
じて競争から抜け出す意欲が高まるという「競
争回避効果（escape-competition�effect）」であ
る。よく観測されるパターンは，市場競争が激
しく展開されている場合，「シュンペーター効
果」が強くなるが，それに対し，競争が緩やか
になる場合，「競争回避効果」が強く現れてく
る。その結果，イノベーションと市場競争との

間に「逆 U 字型曲線」が見られるようになる。
　深圳の場合，新興産業の市場を獲得するため
の競争においては，独占利潤を追求するために
イノベーションへの投資が熱心に行われてい
る。ところが，市場での競争の増大は，企業数
の増加の結果だけではない。表 3 で掲示したデ
ジタル技術を利用した新興産業における競争の
増大は，技術難関の突破といった競争も含まれ
ている。したがって，ライバル企業に打ち勝
ち，そして新規参入を排除するための技術の壁
を高めるために，新興産業において「競争回避
効果」が「シュンペーター効果」より強いと考
えられる。さらに，深圳の民間企業は旺盛な企
業家精神を持ち，少しでも費用削減または多く
の利益を追求するために，イノベーションを行
うインセンティブが高いと考えられる。

3-3．伝統産業との連携

　深圳におけるデジタル技術の開発と応用に
よって伝統産業との連携関係は強くなりつつあ
る。デジタル技術の多様性は様々な業界におい
て開発され応用され，その異質性が生まれてく
る。2015 年から 2017 年まで，深圳でできたイ
ノベーションキャリアの研究課題をみると，主
にデジタル技術，新材料と医学という領域に集
中している。
　デジタル技術に関して，5 G 通信網，ロボッ

表 3　注目すべきデジタル技術

デジタル技術 定　　　義

第 5 世代（5 G）の携帯電話 次世代のモバイル通信網，4 G ネットワークを凌ぐもの

人工知能（AI） 人間の知能をコンピューター・システムで遂行する

ロボット工学 自動的に課題を処理できる機械ないし機械システム

自動運転車 自動運転機能が搭載される運輸設備

モノのインターネット（IoT） 無線自動識別措置用のチップやセンサーなどが埋め込まれたコンピューター
装置を通じて，モノをインターネット・インフラに接続すること

3 D プリンティング 機械がデジタル・ファイルないしスキャンから物をプリントできるプロセス
で，連続的な層の材料を追加して 3 次元（3 D）のモノを作る

（出所）　世界銀行（2016），344-348 頁により，筆者が整理した。
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ト，AI，ビッグデータ，自動運転などの課題
が多い。例を挙げると，まず，5 G 通信網技術
に関して，よく知られている華為技術有限公司

（ファーウェイ）は，既に 5 G 通信網技術を市
場へ投入する段階に入った。それ以外に，2017
年中興通訊股份有限公司（ZTE）も 5 G 通信網
の技術に関する実験室を立ち上げている。そし
て，� 深圳信息通信研究院�（深圳情報通信研究
院）�は同年に 5 G 技術のテストと検証のプラッ
トフォームを建設した。ロボットの研究に関し
て，2009 年から 2013 年までは研究主体は大学
だったが，2014 年から，固高科技有限公司は
工業ロボットコントロールと応用の実験室を立
ち上げた。2015 年以降，ロボット技術の研究
開発を行う主体は次第に企業へと移ってきた。
　デジタル技術の応用に関する具体的な事例を
挙げてみたい。深圳における大疆ドローン

（DJI）は新興国発のイノベーションを象徴す
る企業とみなされている。DJI はドローン製造
を主業している企業である。嘗てドローンは，
軍事用の製品として使われており，民間が入手
しにくいものであった。DJI はヘリコプター用
の飛行制御技術を応用して，民間のニーズに合
わせて小型のドローンを開発し，さらにファン
トム（Phantom）といったカメラが搭載された
ドローンが大人気となっている。その後，赤外
線画像技術や高速マッピングソリューション，
高精度ソリューション，熱画像検査ソリュー
ションなどのデジタル技術をカメラ搭載したド
ローンに添え，ニーズによって幅広く使われる
ようになった。これにより，現在 DJI のドロー
ン個人向けの空撮だけではなく，空撮を元に，
その応用は農業からエネルギー，安全・人命救
助，メディア，インフラ，建設業まで，その応
用は一層の広がりを見せている。
　ところが，ドローンは中国社会にとってかな
りの新技術であり，スムーズに操作できる人も
少ない。そのため，DJI はドローン操作に関す

る講習会も行なわれ，アフタサービスも徹底す
るようになっている。これによって，DJI はカ
メラを搭載したドローン，ソリューションとア
フタサービスを体系化した革新的なビジネスモ
デルにより大きな成長を遂げている。
　DJI の事例以外では，デジタル技術は伝統産
業との連携の事例が多数である。深圳の騰訊

（テンセント）（注 43）はゲームとソーシャルネッ
トワークを扱う会社であり，1998 年に成立し
て以来，著しい成長を遂げ，2017 年の売上高
は 2,377 億元に達していた。テンセントの主な
業務はソーシャルネットワークアプリであり，
1999 年にテンセント QQ が誕生し，その後
2000 年に携帯のテンセント QQ が開発された。
テンセント QQ が市場を席巻し，中国人の通信
方式が変わり始めた。嘗て通話とメッセージの
転送は有料であったが，デジタル技術（イン
ターネット）の普及につれて，テンセント QQ
は新たな無料の通信手段として急速に広がって
きた。また，2000 年代の後期のスマートホン
の普及に伴い，2011 年に WeChat が開発され
た。WeChat が 開 発 さ れ た 初 期 に は す で に
Talkbox のような音声メッセージの送信機能が
付いており，人々の日常のコミュニケーション
方式を深化させた。その後，WeChat の機能が
ますます改善され，中国において最も使われる
通信アプリとなった。
　また，2014 年に WechatPay が市場に推進さ
れ，中国におけるキャッシュレスのような社会
変容につながっている（WeChat の事業部は広
州にあるが，WeChatPay�の開発は深圳で行わ
れている）。モバイル支払は支払手段が便利に
なるだけではなく，消費者の支払手段を妨げる
要素を取り除くことを通じて，さらに消費が刺
激され，景気の上昇につながるという（注 44）。す
なわち，デジタル技術の利用はサービス業全体
に活力をもたらしている。
　最後に，テンセントはデジタル技術の応用を
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通じて，ゲームのようなクリエイティブな業務
においても大きな発展を遂げている。デジタル
技術はクリエイティブ産業での応用に関して，

「デジタル技術の統合」という概念が国連から
提唱され，その応用はクリエイティブ産業にお
けるバリューチェーンが新たに結合していくこ
とを増幅させるという。それは技術，メディ
ア，そしてアクセスの統合である。具体的に，
デジタル技術を映画，テレビ，音楽，ゲームな
どのクリエイティブ産業のメディアにシフト
し，パソコンを通じてそのメディアが様々な
人々に消費され，インターネット上でメディア
やサービスの生産と流通ができる，ということ
である（注 45）。デジタル技術のクリエイティブ産
業への開発と応用に関するイノベーションを通
じて，テンセントはクリエイティブ産業から得
た利益が増えている。オンラインゲームや映画
作製，音楽などのデジタルコンテンツは次第に
テンセントの主要業務となり，例えば 2018 年
上半期にテンセントビデオの登録者数は 7,400
万人に達している（注 46）。
　最後に，深圳には生命科学に関して，北科生
物，華大基因，達実智能などの企業や研究機関
が多数あり，デジタル技術を医学，生態環境に
応用する課題も展開しており，デジタル技術の
開発と応用は生命科学産業においても重要な役
割を果たしている。例えばデジタル技術をクリ
エイティブ産業に応用することを通じて，検査
の画像の精度が高まり，病原菌や細胞などの分
析をデジタルのデータに転じる。そして，ビッ
グデータを通じて患者の情報を集成することが
近年のヒットな課題となっており，「精準医学」

（精密医療：人々の病原因子や環境，生活習慣
などの差異を考慮しながら，病気の予防と治療
にあたる方法と指す）の発展につなげると考え
ている。ビッグデータの分析を通じて病原因子
を解明することで，医学と生命科学などの臨床
研究に大きく貢献できると考えている。

4．	深圳における「イノベーショ
ン企業」の成長の持続性

　スティグリッツ = グリーンウォルド（2017）
が指摘したように，知識とラーニング能力は内
生的であるため，ラーニング能力の強化によ
り，その蓄積は今後のラーニングを生み出す上
でプラス効果をもたらすと考えられる。従っ
て，イノベーションを通じて得た利益を継続的
に研究開発に投入することにより，さらなるイ
ノベーションの創出を促し，企業の持続的な成
長につながるという好循環を産み出すことが予
想できる。
　本分析は「利益の持続性（persistence）」を
企業の持続的な成長の 1 つの指標としている。

「利益の持続性」は利益の質を表す指標の 1 つ
とされており，本分析の目的は深圳市における
上場企業の報告利益の質に焦点を当て，イノ
ベーションキャリアを持つ企業とそうでない企
業双方の利益の持続性の特徴について比較する
ことである。本節の実証分析の根拠は，ラーニ
ング，またはイノベーションを行う企業は，そ
うでない企業よりラーニング能力の向上が見ら
れ，さらなるイノベーションを促進し，企業の
利益の持続性の向上につながることである。

4-1．データの説明

　本分析で取り扱うデータは，「中商産業研究
院」（注 47）の公式ホームページで掲載された 2009
年から 2017 年までの上場企業のデータである。
ただし，上場時期によって，一部の企業におい
ては，それぞれ 2011 年，2012 年，2013 年以降
のデータのみ存続する場合がある。また，イノ
ベーションキャリアを持たない企業について
は，掲載された全時期を使用したが，イノベー
ションキャリアを持つ企業に関しては，イノ
ベーションキャリアを持つ初年度を研究対象と
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している（注 48）。
　従って，本分析で用いるサンプルとして，深
圳企業の 236 社，サンプル数 1,789 社となって
いる。その内，イノベーションキャリアを持つ
企業は 117 社，そうでない企業は 119 社となっ
ている。
　最後に，分析で使われる指標を説明すると，
利益持続性を表す指標については，営業利益と
当期純利益の期首総資産（注 49）と期末総資産の平
均総資産額で基準化したもの�（ROA）�を使用す
る。分析期間各年の営業利益で計算した ROA
と当期純利益で計算した ROA の平均値の変遷
から見ると（図 6 参照），2009 年の世界金融危
機以降，収益率が低下する。2012 年からイノ
ベーションキャリアを持つ企業の収益率の変化
が比較的に安定するが，イノベーションキャリ
アを持たない企業はその値がより低い。ただし
2017 年の営業利益の収益率は当期純利益の収
益率と共に再び逆転した。

4-2．分析モデルと結果

　利益の持続性について，金 = 安田（2017）の
研究を参考にし，以下のようなモデルから求め
る。

Earnings i,t+1=α+βEarnings i,t +εi,t�（�1�）

　ここで，Earnings は前述した営業利益（Op-
erating� income）と当期純利益（Net� income）
の期首総資産と期末総資産の平均総資産額で基
準化したもの（ROA）である。また，金 = 安
田（2017）によると，それぞれの推計したβ
は，来期の利益を今期の利益でどのぐらい説明
できるかの指標であり，βが 1 に近いほど，利
益の持続性が高いと言われている。
　分析結果について，まず，イノベーション
キャリアを持つ企業とそうでない企業をグルー
プに分けて，推計したβを比較する（表 4 参
照）。まず，営業利益の場合，イノベーション
キャリアを持つ企業の係数は 0.72 であり，イ
ノベーションキャリアを持たない企業の 0.63
より高く，この結果からイノベーションキャリ
アを持つ企業の利益の持続性はそうでない企業
のそれより高いことが示されている。
　また，純利益の場合，イノベーションキャリ
アを持つ企業の当期と来期の純利益は統計的に
有意な関係にあるが，そうでない企業に関し
て，その関係は統計的に有意な結果が得られな
かった。つまり，イノベーション企業を持つ企
業は当期と来期の利益が強く関係している。そ
の理由は，イノベーションを通じて得た純利益
を持続的にイノベーションに投入する可能性が
高いことである。一方，イノベーションキャリ

図 6　ROAの平均値の推移

a.　営業利益 ROA b.　当期純利益 ROA
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アを持たない企業の純利益は他の要素に影響さ
れる可能性が高いことを示唆している。
　最後に全体サンプルを研究対象にし，イノ
ベーションキャリアのダミー変数（注 50）を追加
して分析した。その結果（表 5 参照），イノ
ベーションキャリアダミー変数（inno_dum）
と営業利益，純利益の交差項の係数は，いずれ
も正で統計的に有意の結果を得ている。具体的
に，営業利益の場合，イノベーションキャリア
を持つ企業の方が 8.7％利益の持続性が高いこ

とを示唆している。純利益の場合，64％利益の
持続性が高いと示されているが，モデルの R2

が非常に低いため，やはり当期の純利益が来期
の純利益を十分に説明することができない。

おわりに

　本論文では，広東省深圳市が自らの優位性を
発揮し，「デジタル革命」の好機をつかみなが
ら，「イノベーション都市」として成長を遂げ

表 4　利益の持続性①

イノベーションキャ
リアを持つ企業

そうでない企業
イノベーションキャ
リアを持つ企業

そうでない企業

Operating incomet+1 Net incomet+1

Operating incomet 0.720***
（28.68）

0.634***
（29.28）

Net incomet 0.624***
（23.08）

－0.017
（－0.48）

定数項 0.014***
（5.22）

0.016***
（5.41）

0.018***
（7.48）

0.077***
（5.17）

観察数 611 706 611 706
R2 0.575 0.335 0.549 0.000

t�statistics�in�parentheses：*�p<0.1, **�p<0.05, ***�p<0.01.

表 5　利益の持続性②

Operating incomet+1 Net incomet+1

inno_dum －0.002 －0.059***
（－0.55） （－2.87）

Operating incomet 0.634***
（32.98）

inno_dum×Operating incomet 0.087***�
（2.42）

Net incomet －0.017
（－0.65）

inno_dum×Net incomet 0.641***
（3.25）

定数項 0.016*** 0.077***
（6.10） （7.03）

観察数 1317 1317
R2 0.558 0.009

t�statistics�in�parentheses：*�p<0.1, **�p<0.05, ***�p<0.01
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た要因を以下のようにまとめ上げた。
　⑴　輸出志向の労働集約型産業を中心とした
産業クラスターの形成が規模の経済と集積が生
み出されることにより，資本と労働が牽引され
ている。多国籍企業の進出や産業高度化を目指
した政策の推進などは，技術レベルの向上につ
ながることに加えて，深圳のイノベーション創
出の基盤が整備されていた。また，比較的オー
プンな環境は創業者や，研究者，技術者などが
深圳に移住することに繋がり，イノベーターた
ちが深圳に集積するようになった。
　⑵　「デジタル革命」の好機の到来は伝統産
業の活性化と新興産業の育成の並行を可能にし
たことである。デジタル技術が新興産業の発展
を引き起こし，既存企業と新規参入企業の間で
激しい競争を繰り広げている。そして，デジタ
ル技術は伝統産業との連携を通じて，伝統産業
に新たなインセンティブを与え，伝統産業の活
性化に大きく貢献している。
　また，イノベーション企業の利益の持続性に
関する実証分析を行うことで，イノベーション
キャリアを持つ企業の利益の質が改善されてい
ることを証明した。
　最後に，残された課題について，イノベー
ションと企業の生産性の関係を実証する分析や
イノベーションが深圳の経済成長に与える影響
に関する実証分析などを行う必要がある。これ
らの課題については別の論文に委ねることとす
る。
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